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経営環境
　平成30年度の日本経済は、緩やかな回復基調が続いていると言われるものの、地域経済は、人口減少・少子高齢化の進展
などの構造的問題や地域間格差の拡大など厳しい状況が続いています。当金庫の営業地域においても、「ユーシン景況レポー
ト」の平成31年3月期の全業種業況判断DIは△5.7ポイントと、依然として水面下の状況が続いています。
　また、平成28年2月からの日本銀行のマイナス金利政策の長期化により資金運用利回が低下し収益環境が厳しくなるな
か、「顧客本位の業務運営」や「顧客との共通価値の創造」が求められるなど、金融機関の経営環境は大きく変化していること
から、当金庫の基本的なビジネスモデルである「小口先数主義」の定着を図り、安定的な経営基盤を構築してまいります。

事業の業績

［損益］
　収益面では、市場金利の低下により資金運用収益が減少したものの、業務収益は45億10百万円(前年度比56百万円増加)
となりました。
　一方、費用面では、経費削減に努めた結果、業務費用は36億50百万円（前年度比2億6百万円減少）となりました。また、臨
時費用の個別貸倒引当金繰入額が3億34百万円（前年度比33百万円増加）となりました。
　以上の結果、金融機関の基本的な収益性の指標である業務純益は8億59百万円、経常利益5億44百万円、当期純利益4億
71百万円となり、金融機関の健全性を示す指標である自己資本比率は12.62％となりました。

当金庫が対処すべき課題

　令和元年度は、３か年計画“ユーシン「共創力発揮」
2018”の2年目であり、長期計画で取組むべき重点戦
略・課題として右記の4項目を掲げました。
　地域と共に未来へ歩み続ける信用金庫を目指し、地域
経済の発展と当金庫の収益基盤の安定を図るべく、取組
んでまいります。

Ⅰ．地域・お客様の支援
　　1．小口先数主義の徹底　　2．お客様本位の業務運営への取組み
　　3．地方創生の取組み
Ⅱ．コンプライアンス態勢・顧客保護等管理態勢の強化
　　1．コンプライアンス重視の企業風土の確立
　　2．お客様本位の行動を実践するための顧客保護等管理態勢
Ⅲ．金庫の経営基盤の構築
　　1．収益性・効率性の向上　　2．リスク管理態勢の強化
Ⅳ．人材力・組織力の強化
　　1．人材の育成・確保　　　　2．組織力の強化
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業績の概要 平成30年度における事業の概要

ユーシンリポート2019 ユーシンリポート2019

［預金積金・預かり資産］
　預金積金期末残高は、3,640億85百万円(前期末比42億35百万
円、1.17％増加)となりました。科目別残高では、要求性預金1,302
億25百万円、定期性預金2,338億60百万円となり、人格別では個
人預金3,164億20百万円、法人預金476億65百万円となりまし
た。また、期中平均残高も3,631億69百万円（前期末比57億64百
万円、1.61％増加）となりました。
　預かり資産残高（公共債・投資信託・個人年金保険・終身保険の
合計）は186億74百万円（前期末比28百万円、0.14％減少）となり
ました。
　以上の結果、預金積金と預かり資産の合計残高は、3,827億59
百万円（前期末比42億7百万円、1.11％増加）となりました。
　当金庫の経営姿勢や健全性をご理解いただき、預金残高は安定
的に増加いたしました。

預金積金・預かり資産の状況
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［貸出金］
　期末残高は、1,385億69百万円(前期末比4億34百万円、0.31％
減少)となりました。
　科目別残高は、割引手形17億36百万円、手形貸付173億80百万
円、証書貸付1,154億38百万円、当座貸越40億13百万円となり、人
格別では法人向け貸出金788億77百万円、個人向け貸出金（事業
性を含む）596億92百万円となりました。また、期中平均残高は
1,377億52百万円（前期末比22億79百万円、1.62％減少）となり
ました。今後も、小口先数主義という当金庫の原点に帰った施策に
取組むことで地域社会の発展に貢献してまいります。

［有価証券］
　期末残高は、1,386億93百万円(前期末比52億83百万円、
3.95％増加)となりました。
　当金庫は、厳格な基準・細則に基づき、安全性や収益性に配慮
し、債券を中心とした有価証券運用を行っております。

［自己資本比率］
　自己資本比率は、金融機関の健全性を示す指標として重要視さ
れています。
　平成31年3月末の自己資本比率は、12.62%(前年度末比0.05ポ
イント上昇)となりました。国内基準の４％を大きく上回っており、
高い健全性を維持しております。
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経営環境
　平成30年度の日本経済は、緩やかな回復基調が続いていると言われるものの、地域経済は、人口減少・少子高齢化の進展
などの構造的問題や地域間格差の拡大など厳しい状況が続いています。当金庫の営業地域においても、「ユーシン景況レポー
ト」の平成31年3月期の全業種業況判断DIは△5.7ポイントと、依然として水面下の状況が続いています。
　また、平成28年2月からの日本銀行のマイナス金利政策の長期化により資金運用利回が低下し収益環境が厳しくなるな
か、「顧客本位の業務運営」や「顧客との共通価値の創造」が求められるなど、金融機関の経営環境は大きく変化していること
から、当金庫の基本的なビジネスモデルである「小口先数主義」の定着を図り、安定的な経営基盤を構築してまいります。

事業の業績

［損益］
　収益面では、市場金利の低下により資金運用収益が減少したものの、業務収益は45億10百万円(前年度比56百万円増加)
となりました。
　一方、費用面では、経費削減に努めた結果、業務費用は36億50百万円（前年度比2億6百万円減少）となりました。また、臨
時費用の個別貸倒引当金繰入額が3億34百万円（前年度比33百万円増加）となりました。
　以上の結果、金融機関の基本的な収益性の指標である業務純益は8億59百万円、経常利益5億44百万円、当期純利益4億
71百万円となり、金融機関の健全性を示す指標である自己資本比率は12.62％となりました。

当金庫が対処すべき課題

　令和元年度は、３か年計画“ユーシン「共創力発揮」
2018”の2年目であり、長期計画で取組むべき重点戦
略・課題として右記の4項目を掲げました。
　地域と共に未来へ歩み続ける信用金庫を目指し、地域
経済の発展と当金庫の収益基盤の安定を図るべく、取組
んでまいります。

Ⅰ．地域・お客様の支援
　　1．小口先数主義の徹底　　2．お客様本位の業務運営への取組み
　　3．地方創生の取組み
Ⅱ．コンプライアンス態勢・顧客保護等管理態勢の強化
　　1．コンプライアンス重視の企業風土の確立
　　2．お客様本位の行動を実践するための顧客保護等管理態勢
Ⅲ．金庫の経営基盤の構築
　　1．収益性・効率性の向上　　2．リスク管理態勢の強化
Ⅳ．人材力・組織力の強化
　　1．人材の育成・確保　　　　2．組織力の強化
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　預金積金期末残高は、3,640億85百万円(前期末比42億35百万
円、1.17％増加)となりました。科目別残高では、要求性預金1,302
億25百万円、定期性預金2,338億60百万円となり、人格別では個
人預金3,164億20百万円、法人預金476億65百万円となりまし
た。また、期中平均残高も3,631億69百万円（前期末比57億64百
万円、1.61％増加）となりました。
　預かり資産残高（公共債・投資信託・個人年金保険・終身保険の
合計）は186億74百万円（前期末比28百万円、0.14％減少）となり
ました。
　以上の結果、預金積金と預かり資産の合計残高は、3,827億59
百万円（前期末比42億7百万円、1.11％増加）となりました。
　当金庫の経営姿勢や健全性をご理解いただき、預金残高は安定
的に増加いたしました。
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　期末残高は、1,385億69百万円(前期末比4億34百万円、0.31％
減少)となりました。
　科目別残高は、割引手形17億36百万円、手形貸付173億80百万
円、証書貸付1,154億38百万円、当座貸越40億13百万円となり、人
格別では法人向け貸出金788億77百万円、個人向け貸出金（事業
性を含む）596億92百万円となりました。また、期中平均残高は
1,377億52百万円（前期末比22億79百万円、1.62％減少）となり
ました。今後も、小口先数主義という当金庫の原点に帰った施策に
取組むことで地域社会の発展に貢献してまいります。

［有価証券］
　期末残高は、1,386億93百万円(前期末比52億83百万円、
3.95％上昇)となりました。
　当金庫は、厳格な基準・細則に基づき、安全性や収益性に配慮
し、債券を中心とした有価証券運用を行っております。

［自己資本比率］
　自己資本比率は、金融機関の健全性を示す指標として重要視さ
れています。
　平成31年3月末の自己資本比率は、12.62%(前年度末比0.05ポ
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